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ポイント

1. 九州地域における近年の労働需給の特徴と構造的な課題を明示

2. 産業別、職業別の人手不足の現状を明示

3. 地域別、職業別の人手不足数の将来推計を実施

4. 宮崎の人手不足解消に向けた論点を整理

※本資料の図表番号は「2024年版九州経済白書」に基づきます。解説の詳細は同書をご参照ください。
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１．九州の労働市場の構造変化

図表1 全国、南関東、九州地域の有効求人倍率

資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」をもとに九経調作成

縮小する全国と九州の有効求人倍率差

・2010年代より、景気拡大
期においても全国、首都
圏と九州地域の倍率差が
拡大せず

・九州地域と全国、さらに
より労働需要が大きい首
都圏の有効求人倍率が
ほぼ同水準
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図表2 九州地域の有効求人数・有効求職者数全国シェア

資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」をもとに九経調作成

・全国との倍率差が縮小し
ている要因は求人側。
九州地域の有効求人数の
シェアが上昇

・景気の好不調に関係なく
地方で求人が増加し、
全国と九州地域の差が
縮小
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図表4 ミスマッチ指数の推移

資料）厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに九経調推計

・求人と求職の職業での件数ギャップ
「職業別ミスマッチ」は、九州地域は
微増

・当該職に対する関心の低下や、労働に
対して求める賃金・労働条件に対する
ギャップがある

・九州地域では、職業別ミスマッチから
求人の増加が継続している
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図表5 ミスマッチ指数の増減寄与度

資料）厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに九経調推計

エッセンシャルワーカーで生じる
求人と求職のギャップ

・職業別ミスマッチ指標を要因分解すると、
求職者が不足している職業は「介護サービス
の職業」「社会福祉の専門的職業」
「飲食物調理の職業」「保健師、助産師等」
「接客・給仕の職業」など、いわゆる
エッセンシャルワーカー

・多くは地域住民向けに提供されるサービス業
で、景気の好不調に関わらず需要があり、
かつ高齢化の進行から需要が減りにくい職
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図表2-11 来訪者数のシェア上昇
（2019－2021年）が大きいスポット

資料）九経調「おでかけウォッチャー」をもとに作成

人手不足業種の賃金に課題

資料）厚生労働省、各都県「毎月勤労統計」、総務省「労働力調査」をもとに九経調作成
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人手不足業種の賃金上昇に課題

・所得額のボリュームが大きい「建設業」「製造業」「医療，福祉」「サービス業
（他に分類されないもの）」の伸び率の差が、全国との格差の要因

・建設業は労働力人口の減少に加え、賃金が全国に比して伸びていない

・医療，福祉は労働力人口は増加しているものの、全国より伸びが小さく、かつ賃金
水準が全国よりも大きく低下している

・サービス業は労働力人口の伸びは全国並みながら、賃金水準は全国とは逆に低下

・人手不足となっている業種を中心に、賃金水準の改善が途上にある
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図表16 都市部と非都市部での求人・求職の変化と
求人倍率の上昇要因

資料）九経調作成

都市部と非都市部の傾向が変化

・都市部と非都市部で求人倍
率の変化幅に差

・2010年は都市部の求人倍率
が比較的高い傾向。他方、
2010年から2022年の12年間
で、都市部よりも非都市部
の求人倍率が上昇し、差が
縮小

・非都市部で、求人の増加が
求職者の増加を上回ること
で求人倍率が上昇

・ミスマッチ職種における求
人の高止まりが顕著に発生
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資料）九経調作成

2015年有効求人倍率
－2010年有効求人倍率
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資料）九経調作成

2022年有効求人倍率
－2015年有効求人倍率
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２．人手不足地域・九州の未来

図表20 労働需給シミュレーション（全国）

資料）リクルートワークス研究所「未来予測2040」

全国の人手不足数の将来予測

・リクルートワークス研
究所の推計では、
2030年の人手不足数
は全国で342万人、
2040年には1,100万人。
労働需給ギャップは現
在より拡大

・ドライバーや建設、生
産工程、介護サービス、
保健医療専門職など、
エッセンシャルワー
カーでは減少が著しい
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資料）九経調推計

九州地域の人手不足数は2030年に約50万人へ

・2030年の九州・沖縄におけ
る人手不足数は46.5万人。
2022年時点の人手不足数が
16.6万人とすると、2030年
は現在の約2.8倍となる。
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資料）九経調推計

図表23改編 地域ブロック別労働需給、人手不足数不足数推計値
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資料）九経調推計

図表23改編 地域ブロック別労働需給、人手不足数不足数推計値
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資料）九経調推計

労働需要の高止まりに対応できない恐れ

・不足数は福岡県、鹿児島県、熊本県の順に多いが、生産年齢人口比では長崎県、
鹿児島県、宮崎県で高く、福岡県、山口県以外で全国の水準を上回る

・長崎県、鹿児島県、宮崎県は、他県に比べて「生産工程」「介護サービス」「保
健医療専門職」「事務、技術者、専門職」の構成比が高い

図表25 九州地域の県別人手不足数
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資料）九経調推計

図表25改編 九州地域の県別人手不足数（2030年）
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中小都市でより増加する人手不足

・労働需給ギャップによる人手不足は、地方中小都市でより進む

・34都市全てで人手不足となる。2030年時点の生産年齢人口比でみると、県庁所在
都市は県平均よりも不足数が相対的に少なく、地方中小都市で多くなる

図表23 主要都市別・職業別人手不足数（2030年）
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図表33 テレワークの年間実施頻度（2022年）

資料）総務省「令和4年就業構造基本調査」をもとに九経調作成

立ち後れるテレワークの実施環境整備

・九州地域におけるテレワークの実施頻度は全国平均や東京都と比較して著しく低く、
労働時間のうち「80％以上」でテレワークを行っている割合は1.2％にとどまる

・実施頻度が低い要因のひ
とつは産業構成の違い

・他方、テレワークの導入
が比較的容易な産業でも
差があり、実施環境整備
自体にも差がある

３．構造的人手不足に対応する九州企業の特徴
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図表1‐13 仕事や生活に関する満足度とテレワークの関係（2023年）

資料））内閣府「第5期満足度・生活の質に関する調査」調査票情報の再集計値をもとに九経調作成

テレワークがもたらす生活や仕事の満足度の変化

・生活満足度や雇用・賃金で、テレワーカーの満足度が全体平均を上回っている
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図表1‐23 働き方改革に関する具体的な取り組み

資料）九経調「働き方改革・人的資本経営に関するアンケート」

柔軟な働き方の設定で
最適化される人員配置

・賃金の引き上げは多くの
企業で実施されている

・リモートワークやフレッ
クスタイムなどの取り組
みは、人手不足の課題を
解消した企業で、実施率
が高い傾向



Pg.22

図表42 九州地域企業の人手がかかる業務において
実施している・もしくは実施予定の取り組み内容

資料）九経調「働き方改革・人的資本経営に関するアンケート」

AI・ロボットの導入は途上

・人手がかかる業務において
実施されている取り組みを
みると、最多は「業務内容
や工程の見直し」となり、
ロボットやAI の導入は少な
い

・中小企業ではロボットを導
入しても大企業に比べてス
ケールメリットが限られ、
コストが高くなりがちであ
ること、活用の方法が判ら
ないといった情報格差など
がある
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図表43 米国主要業種における
平均時給、平均時給上昇率

資料）米国労働統計局（U.S. BUREAU OF LABOR STATISTICS）公表データをもとに九経調作成

AI・ロボット導入が進む可能性

・コロナ禍で日本に先んじて人手不足が
表面化した米国では、2021年後半以降、
対面型の業種である「医療及び社会福
祉業」「芸術，娯楽及びレクリエー
ション業」「宿泊及び飲食業」「その
他のサービス業（公務を除く）」で平
均時給の上昇率が他業種よりも高く
なっている

・日本・九州においても、賃金の上昇が
予想される業種では、ロボット等の導
入をこれまで以上に積極的に進める必
要がある。
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４．外国人受け入れ政策の転換と九州

資料）法務省「在留外国人統計」をもとに九経調作成

顕著に増加する外国人労働者

・九州地域の外国人は「就労を目的とする」割合が高く、さらに専門的・技術的水準
がもとめられ“ない”在留資格（技能実習、特定技能）の資格者が多い。つまり、労
働集約的な職業、就労現場で雇用される外国人が多い

・こうした傾向は非都市部で著しく、居住する外国人の半数以上が技能実習という
ケースもある
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図表3‐6 2019年から2022年で技能実習が増加した市町村

資料）法務省「在留外国人統計」をもとに九経調作成

中山間地域や半島・離島
地域に多い技能実習生

・2019～2022年で技能実習が
増加した市町村は、中山間
地域や半島、離島に多い
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図表3‐7 在留外国人に占める技能実習割合（2022年）

資料）法務省「在留外国人統計」をもとに九経調作成

・地方部の市町村では、半数
以上が技能実習の在留外国
人であるところも珍しくな
く、在留外国人の8割以上
が技能実習という市町村も
目立つ
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図表3‐10 2022年における外国人労働者と受け入れ事業所、1事業所
当たりの外国人労働者数の増加割合（2016年比）

資料）法務省「在留外国人統計」をもとに九経調作成

外国人労働者を受け入れる企業が増加

・外国人労働力の増加は、受
け入れ経験のある事業所が
人員を増やしている以上に、
受け入れる事業所自体の増
加によるところが大きい

・宿泊・飲食サービス業、教
育・学習支援業、製造業、
サービス業（介護福祉業な
ど）、建設業に多くの外国
人労働者が受け入れられて
いる。これらは職業別ミス
マッチが発生している産業
であり、かつ人手不足業種
とも重なる
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図表51 在留外国人専用転職サイトにおける地域別募集件数と掲載年収

資料）在留外国人専用転職サイト掲載データをもとに九経調作成

外国人労働市場の流動化で懸念される外国人の“流出”

・外国人労働力受入政策の転
換によって想定される変化
は、外国人労働市場におけ
る雇用流動性の高まりと、
それによる首都圏、関西圏
への転籍・転職による流出

・外国人向け転職サイトにお
いても、関東地域での求人
が圧倒的に多く、提示され
る報酬も九州地域の1.3倍と
高い
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５．人手不足を克服するための対応

資料）九経調作成

図表52 人手不足の克服に向けた対応
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外部高度人材を受け入れるための労働環境整備

・九州地域の企業は、リモー
トワーク環境や、柔軟な仕
事時間の設定などの導入割
合が低い。首都圏等からの
Ｕ・Ｉターンの人材獲得や、
域外の副業人材を受け入れ
るためには、リモートワー
ク環境整備はより重要

・外部高度人材を受け入れる
ことを主眼に、労働環境整
備を行うことが重要

図表33 テレワークの年間実施頻度（2022年）

資料）総務省「令和4年就業構造基本調査」をもとに九経調作成
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多様な働き方を支援する制度設計と運用

（スリーアール（株）：福岡市博多区）

・外国籍社員の採用および定着と「カスタムワーク」の整備が評価され、経済産業省の
「新・ダイバーシティ経営企業100選」に選定

・一人ひとりの都合に合わせて働く時間のカスタムする「カスタムワーク」 を導入。子
どもの有無や結婚状況に関わらず利用可能で、社員は時短勤務を希望する理由や就業時
間を会社に申請し、協議を経て働き方を決定

・制度導入により、優秀な人材の採用と人材の定着に
効果。採用市場においても魅力的であり、多くの人
からこの制度を利用して働きたいとのエントリーや
問い合わせを受ける

・プロeスポーツプレーヤー雇用も実施（東京在住の
ソフトウェアエンジニア）。自社の業容拡大にも貢
献
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「全国どこでもワーク」導入で人材採用が有利に

（小平（株）：日置市）

・鹿児島、九州だけでなく、アメリカを始めとしたグローバルビジネスを展開。2024年2
月に日置市に本社を移転し、「街まるごとオフィス」の取り組みも実施

・日本全国どこからでも仕事をすることが可能な「日本全国どこでもワーク」を実施。
社長と副社長もリモートワーク中心で勤務

・同社の新しい取り組みに共感し、求人に多く応募が
来るようになり、多くの優秀な人材の採用が可能に

・日置市の温泉街「湯之元」を世界に誇れる「ウェル
ビーイングタウン」にしていくための連携協定を日
置市と締結

・空き家をミーティングルームやワーキングスペース
として有効活用するなど、街全体を「街まるごとオ
フィス」として活用する計画
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地域の仕事づくりで新たな人の流れをもたらすワーケーション

（（株）イノベーションパートナーズ：嬉野市）

・嬉野温泉の和多屋別荘（嬉野市）を拠点に「温泉ワーケーション」を実施

・和多屋別荘を拠点にマーケティング、プロモー
ションによる旅館全体のイメージ・提供価値の底
上げ、コンテンツ作りを実施。密なビジネスコ
ミュニケーションを創出

・ワーカーへの新たな場の提供に加え、佐賀県や
和多屋別荘への企業誘致のプロモーション事業も
実施

・同社の事業を通じて、関係人口創出とワーケー
ションを両立。観光需要とは異なる新たな人の流
れを創出
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福岡都市圏でのワーケーション

（快生館：古賀市、(株)SALT）

・福岡都市圏の古賀市山側エリア・薬王寺の温泉宿をワークスペースとして再生

・ワークスペースに加え、入居者用の温泉も完備

・古賀市のほか福岡都市圏を市場とする企業が入居。

・コワーキングスペース運営ノウハウを持つ(株)SALTが運用をサポート
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積極的な省力化技術導入による差別化

（社会福祉法人さわら福祉会：福岡市西区）

・介護業界全体として労働集
約的であるなかで、ロボッ
トの導入によって省力化さ
れ労働環境が改善している
ことに加え、先端技術を用
いた仕事ができる会社であ
ること自体が魅力となり、
新卒社員の採用に貢献

・労働現場における“嫌さ”を
減らすことでモチベーショ
ンが向上

図表42 九州地域企業の人手がかかる業務
において実施している・もしくは
実施予定の取り組み内容

資料）九経調「働き方改革・人的資本経営に関するアンケート」



Pg.36

ロボット導入と業務・人員体制改善の連動

・既にロボットの導入を進める企業の特徴として、業務・人員体制の見直しと組み合
わせて実施されている。情報共有ツールやRPA の導入も並行して実施される傾向が
あるほか、外国人の雇用・増員との併用もみられる

・適切なロボットの導入は、おのずと業務の標準化や見直しと連動している。外国人
の雇用・増員との併用はその典型であり、日本語能力に関わらず実施できるまで業
務を整理し、その一部をロボットに担わせることで省力化が実現する、というプロ
セスが必要となり、それが全体として生産性の向上にもつながっている



Pg.37

外国人材にも選ばれる事業所づくり

・特別養護老人ホームなどを運営する介護事業者。医療体制の強化、誤嚥性肺炎の予防、
地域貢献の３つの特色を持ち、外国人材の採用も含め、多くの特色ある取り組みを実施

・生産性向上に向けたICT 機器の導入も積極的

・入居者の状況がリアルタイムで確認できる見守りシステムは、入居者のQOL 向上のほ
か、職員の精神的・肉体的負担の軽減につながる。さらには「書く」ことが苦手な外国
人介護スタッフに対する業務改善にもつながる

・介護職員の専門性の向上、専門職としての自己肯定感の向上に繋がり、ICT 機器を導入
していない同業他社への転職の抑止力にもなっている



Pg.38

・日向市に拠点を置く、2000年創業の清掃業を営む企業。宮崎県内で高いシェアを誇
る

・海外の清掃システムを独自にローカライズし国内展開することで、他社との差別化
に成功

・子育て中の女性のほか、シングルマザー、高齢者、障害者、外国人など、一般的に
“働きづらさ” を抱える人でも働くことができる環境を整備。同社正社員の女性比率
は8割を超え、管理職の女性比率は100%

・多様な人材の能力を生かした生産性向上が評価され、宮崎県の企業で初めて経済産
業省「新・ダイバーシティ経営企業100選」に選出

働きやすい職場づくりによる人材確保

（(株)グローバル・クリーン：日向市）



Pg.39

“現場”がある強みを生かした域外人材・副業人材の活用

・九州企業の成長を維持するた
めには、労働時間・場所の柔
軟性を備えた上で、域外居住
者の雇用や、副業人材の受け
入れによる人材確保も選択肢

・副業人材は地方企業に対して、
自身の技術の「活躍の場」を
求める側面がある。自身が活
躍できる「現場」に魅力を見
出しており、多くの報酬でな
くとも一定の成果

・「どの」現場に副業人材の力
を注ぐか、その背景にはどの
ような課題があるのかを明確
にすることが重要

図表1‐32 副業人材が副業する目的（2023年）

資料）内閣府「第6回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」調査
票情報の再集計値をもとに九経調作成



Pg.40

副業人材の活用による業績の向上と離職率の低減

（（株）九州パール紙工：小城市）

・百貨店や料亭の料理の紙重箱・弁当容器の製造・直売を実施。近年はオンライン販売
にも力を入れている

・2021年より副業人材の受け入れと活用を実施

・コロナ禍のテイクアウト需要急増で弁当容器のオン
ライン注文が殺到。業容拡大の機会と捉え、オンラ
イン販売のスキルを持つ副業人材を活用

・副業人材からのアドバイスにより、SNS のアカウ
ントを新設。営業部門のモチベーション向上につな
がるなど、効果は他部署にも波及

・副業人材は、報酬面だけでなく、自身の知識を活か
すことへの充足感、成果が表れやすいことや、地域
への還元に対する満足感などがモチベーションと
なっている



Pg.41

ご清聴ありがとうございました

【2024年版九州経済白書 構成】

【総論】 松嶋慶祐（調査研究部 次長）調査統括

相川弘樹（調査研究部 研究員）

【各論】

第１章 永野敦嗣（調査研究部 研究員）

山本美香（調査研究部 調査役）

第２章 野中彬史（調査研究部 調査役）

山本悠太（調査研究部 研究員）
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